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学び困難を抱える子どもたちの社会的自立チェックリスト開発の試み

野田　満由美＊・松下　大介＊・重丸　紗弓＊・大竹　咲紀＊・田中　彩那＊・加瀬　進＊

こどもの学び困難支援センター

（2024年 8 月21日受理）

１．はじめに・自立の定義

　広辞苑においての自立は「他の援助や支配を受けず
自分の力で判断したり，身を立てたりすること。ひと
りだち。」と記載されている（１）。自立という言葉は一
般的用語であるとともに，対人援助の文脈でも日常的
に使用されている術語でもある。そして，この自立は
それぞれの専門領域によってもその定義や意味合いが
変わる用語のひとつであるといえる。
　牧園（2009）によれば福祉領域における自立概念の
始まりは1950年の生活保護法で「自立の助長」を規定
したことに始まっている（２）。自立の定義という意味
では2004年の生活保護制度のあり方に関する専門委員
会において，日常生活自立，社会生活自立，就労自立
という３つの自立の形が政府の見解と出されている。
この定義が政府から出された初めての自立の定義であ
る（庄司，2013）（３）。
　桜井（2020）はこの３つの自立について，今村雅夫，
古川考順，大橋謙策３人の自立論が影響しているとし
ている（４）。今村雅夫は自立を生活保護の廃止ではな
く，自立を支援することであると述べ，古川考順は自
助的自立（生活手段を自己で確保すること）から依存
的自立（社会福祉制度を利用しながら自己選択や自己
決定に基づく自立生活を維持すること）へ制度が転換
していることを挙げ，大橋謙策は自立を（人間的成長
を促す機会である働く機会を保障する）労働的自立，
精神的・文化的自立，健康的・身体的自立，社会関係
的自立，生活技術的自立，政治的・契約的自立という
６分類での自立論を提唱したとして，桜井はこれらが
生活保護における自立の定義の拡張へとつながってい
るとした。

　他方，障害分野でも自立の定義は変遷の中で発展し
ている。
　特に自立概念の大きな転換となったのが，障害者の
自立生活運動である。牧園（2009）は福祉政策におけ
る伝統的な自立観であった経済的職業的自活や身辺自
立に対して，それにかかわらず「自己決定権の行使」
という自立の考え方の提起が，社会福祉の基本理念
へ大きな転換をもたらしたと指摘している（２）。なお，
この自己決定という概念は自律（autonomy）の意味合
いと近いものとして理解されている（河野，2013）（３）。
　福祉社会事典（1999）では自立を３つに大別して，
職業自立（経済的自立），日常生活動作の自立（ADL

の自立），自己決定する自立と定義されている（５）。
　また三輪ら（2023）は自立の定義について行政文書
や学術論文のレビューを行い，自立の定義の共通項に
は「自力で物事を行うことができる」と捉える場合と，
自己決定や社会的参加という観点から捉える場合があ
ると指摘している（６）。これは前者を身辺自立などの
日常生活での自立，後者を自己決定と理解することも
できる。
　上記のように自立は社会の変化や対象者によって変
化をし，相互的に影響を受けながら拡張している。そ
れに伴って自立とはなにかという論争がおき，その議
論は社会福祉とはなにか，ソーシャルワークとはなに
かという議論に立ち返らせる存在であるといえる（庄
司，2013）（３）。
　また庄司（2013）は研究以上に社会福祉分野での法
律・制度を中心とする政策面で自立概念が頻出してい
ることが自立への関心を活性化させていると指摘して
おり（３），自立は行政の要請によって変化していく側
面もある。

＊　東京学芸大学 こどもの学び困難支援センター（184-8501　東京都小金井市貫井北町4-1-1）
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　児童福祉施設においても，1997年の児童福祉法改正
により教護院は児童自立支援施設と名称を変え，児童
養護施設も自立を支援することを目的の一つとして位
置づけられた時点から，自立というキーワードが注目
されるようになった。（平松，2015）（７）。
　その後の実践や議論のなかで社会的養護や児童福祉
における自立も定義がなされている。
　厚生労働省（1998）は自立のハンドブックの中で社
会生活を主体的に営んでいくことであって孤立ではな
いから，必要な場合に他社や社会に助言援助を求める
ことを排除するものではないと述べている（８）。
　東京の自立支援コーディネーターグループ（2018）
は自立を「他者と関係を形成しながら発達段階に沿っ
た課題に取り組むこと」と定義し（９），東京都の自立支
援コーディネーターである原谷（2018）は適切に他者
に依存する力を自立の重要な要素であるとしている（10）。
都筑（2021）も自立は他者との関係性の網の目の中に
おいて成立するものであると定義し，他者との関係性
を重要視している（11）。
　熊谷（2021）は，「自立とは社会の中に依存先を増
やすこと」とし，自立という概念を，independenceで
はなく，multi-dependenceとして捉えている。そして
子どもの自立の過程について，養育者にケアを独占さ
れた状態から，徐々に様々な人や制度，道具へと依存
先を広げていき，やがて養育者がいなくても生きてい
けるようになると論じた（12）。
　以上のように，子ども・青年領域，社会的養護にお
ける自立では一般的な自立イメージや障害における自
己決定という視点よりも，他者との適切な依存という
視点を重視した定義が多いといえる。
　以上より本研究における自立の定義も主体的に依存
先を選ぶという意味合いを含んだ定義とし，「必要な
援助を受けながら，主体的に社会生活を送ること」と
した。

２．社会的養護における自立の困難性

　青年期のテーマとしての自立はそもそも困難さを有
するものであるが，社会的養護下の子どもや若者はよ
り多くの困難さを抱えている事例が多いことが知られ
ている。
　平松（2015）（７）によれば，自立支援のテーマとして，
人間関係に関わる支援と退所後支援に関わる支援とい
う２つのテーマでの報告が多いことを指摘している。
これはこの２つのテーマについての課題が多いことが
反映していると考えられる。また社会的養護下の子ど

もたちの自立の実態については，厚生労働省の全国調
査やいくつかの自治体で行われている。
　東京都（2022）は都内の過去10年間の社会的養護か
らの退所者を対象に退所後の状況の調査を行い，2011
年調査と2017年調査との比較を行っている（13）。その
調査では進学率が46.5％と就職を上回り，最終学歴も
４年制大学のポイントが増加していた。一方で，中途
退学も14％あり，経済的理由や学力との不一致を理由
としていた。また就労状況については，就労選択をし
た55.3％が退所後の就労先を退職をしており，その半
数が１年から３年未満で退職をしている。３年以内の
離職率が高卒者で37％～40％，大学卒者で32％程度（厚
生労働省，2020）から見ると高水準であるといえる（14）。
また正社員も54.7％と総務省の労働力調査における概
ね63％程度よりも低い水準であり，職業的な不安定さ
が依然として存在している（15）。
　全国での調査では2022年度進学率においては全高卒
者の57％が進学している状況のなか，児童養護施設児
は20.9％と低水準で，51.6％が就職を選択している（子
ども家庭庁，2024）（16）。制度の充実などで改善傾向に
あるのは東京都（2022）と同じ傾向であるが，比較す
るとより低い水準であり，状況としては依然としてハ
ンディキャップがある状態である。井出ら（2018）も，
社会的養護下の子ども達は高校卒業後の進路選択にお
いて大学進学率が低いことや，退学・離職率が高いこ
とを指摘し，その自立のプロセスを支え，生活を保障
していくことの必要性を訴えている（17）。
　当事者の困難さの調査について，片山（2018）は児
童養護施設の退所者へのインタビュー調査を行い，退
所者が抱える困難をカテゴリー分けしている。家族関
係，生活，人間関係，金銭，保証人，医療関係，育児
という７つの側面での困難に直面していることを見出
し，解決方法としてのアフターケアの充実化の必要性
を指摘している（18）。梅谷（2019）のアフターケア相
談員へのインタビュー調査では，大きく分けて家族・
パートナー・友人・職場などの対人関係に関する困難
と就労・金銭問題・住居などの生活に関する困難，健
康に関する困難がカテゴリ分けされている（19）。2018
年に全国自立援助ホーム協議会が行った退所者の状況
調査でも生活基盤の不安定さ，関係性，本人という３
つの視点でまとめられており，状況としては同様の傾
向が見られている（20）。
　以上のように退所者の自立の困難さは調査によって
指摘されている。自立のテーマは一般的に青年期以降，
入所施設においては退所前後の課題として捉えがちで
あるが，それに限らず普段の関わりが子どもや若者の
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自立につながっているといえる。しかし，何をもって
自立といえるか，自立につながる支援はなにかという
数量的調査は数少ない（宮地，2018）（21）。そのため，
支援の中でなにをすることが自立につながるかが曖昧
になりやすく，自立支援の内容そのものに混乱が見ら
れている（谷口，2011）（22）。それを補償する形で，各
支援者のもつ自立観が子どもの支援に直接影響するこ
ともあり，チーム支援において混乱になりやすい要因
であると考える。以上より，本研究では社会的養護に
おける自立の構成要素を定義づけ，具体的な行動項目
での評価が行える自立チェックリストを開発すること
を目的とする。
　本研究は自立にむけたチェックリストの開発にむけ
て，２段階での検討を行った。１つ目は自立に関して
の先行研究を参考に自立の構造を検討し，そのうえで
具体的な行動項目を作成した。２つ目は試行版として
作成したチェックリストを実際の支援現場で数回実施
し，その結果や評価者の感想をヒヤリングしたうえで
チェックリストの精査を行った。

３．チェックリストの開発方法

３．１　自立の構造についての検討
　チェックリスト開発を行うにあたり，構成要素の検
討を行った。先述したように，自立を構成する要素に
ついては，その支援領域において重要視する部分が異
なっている。
　子どもや若者支援における自立の構成要素について
は，大村（2014）が心理的自立を基盤とし，その上に
経済的，社会的，身体的，経済的，自己実現・承認と
いう5つの柱を提唱している（23）。また川見（2019）も
児童の人間的自立や自己実現を最終ゴールとするとき
に，精神的自立をその基盤として位置づけ，経済的自
立，社会的自立，日常的自立という構成要素をその上
位カテゴリーと想定している（24）。以上のように，自
立の要素については様々な論考があるが，自立を具体
的な行動から構成している研究は少ない。
　大石（2008）は大学生を対象とした自立の構造を調
査し，因子分析から主体的自己，協調的対人関係，社
会的関心，生活管理，生活身辺処理，経済的自活，共
生的親子関係という7つの因子を見出している（25）。ま
た児童養護施設職員による自立支援コーディネーター
グループ４・５ブロック（2018）では自立の指標を
KJ法を用いてカテゴリー化し，精神的自立，身体的
自立，社会的自立，経済的自立という構造としてい
る（26）。また子ども・若者ケアプラン（自立支援計画）

ガイドライン（2018）では生活自立，経済的自立，精
神的自立，市民的自立という４つのカテゴリーで構成
されていた（27）。参考とした先行研究については表１
にまとめた。先行研究を基に，本研究における自立の
構成要素について検討を行った。
　方法は先行研究における構成要素から共通する部分
はまとめ，集約をしながら実践現場で支援での困りご
とや子ども像をブレインストーミングにて洗い出し，
それを行動項目として挙げていく方法を繰り返し行っ
た。その項目の中から，支援において重要度が高いも
のを選別しチェックリストの試行版を作成した。なお，
以上の工程は以下の参加者によって行われた。

参加者１： 居場所支援，訪問支援などを有するNPO団
体職員

参加者２：児童自立支援施設で心理職従事
参加者３：児童養護施設で心理職従事
参加者４：保育士として，乳幼児の子育て支援に従事
参加者５：居場所支援に従事する学生

　なお，本研究では，社会的養護の文脈から総合的に
自立を理解し，支援現場で活かされるチェックリスト
を目指すため，ある側面に限って評価をするのではな
く，総合的な評価が行えるよう配慮した。またチャー
ルズ・ラップらによって提唱されているストレングス
モデルを基本にし，課題の掘り出しではなく強みの掘
り出しがなされることをチェックリストの意義として
共有しながら作業を行った。
　以上の方法から構成要素を生活自立，自己決定，社
会参加，対人関係，精神的自立，経済的自立の６つと
した。それぞれの定義が表２のとおりである。また各
カテゴリーに具体的な行動項目が７～12項目で構成さ
れている。
　なお，自立の構成要素として先行研究では社会的自
立の記載が多かったが，支援のゴールである社会的自
立と意味合いが異なり混乱する可能性があったため，
社会参加に変更した。そして，それぞれの構成要素を
選定したうえで，具体的なチェック項目の作成を行っ
た。
　本チェックリストにおいては，自立を個人自身の能
力評価ではなく，個人の経験してきた環境や時間的な
成長を含めた評価となるよう，それぞれの行動項目を

「してもらった体験」から「自ら行う」という受動か
ら主体への評価軸を想定し，チェックリスト項目の構
成を検討した。
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表１　先行研究まとめ（27）～（35）

論文 構成要素① 構成要素② 構成要素③ 構成要索④ 構成要素⑤ 構成要素⑥ その他
本研究 生活自立 自己決定 社会参加 対人関係 桔神的自立 経済的自立
子ども・
若者
ケアプラン（27）

①生活自立 ④市民的
　自立 ③精神的自立 ②経済的自立

大村（23） 身体的自立

自己実現の欲
求の充足／承
認と自己尊重
の欲求の充足

③社会的自立 ①心理的自立 経済的自立

大石ら（25）
④生活管理
⑤生活身辺
　処理

①主体的
　自己

③社会的
　関心

②協調的
　対人関係
⑦共生的
　親子関係

⑥経済的
　自活

望月（28） 身辺自立 社会的自立 精神的自立 ④経済的・
　政治的自立

東京都自立
支援Co.4.5
ブロック（26）

身体的自立 社会的自立 精神的自立 経済的自立

東京都自立
支援Co.4.5
ブロック（26）

②生活管理
　能力
③時間管理
　能力
⑥健康／安全
　管理能力

⑦ 対人コミュ
ニケーション

　能力

①社会的
　生活意識
⑤情報管理・
　相談管理

④金銭管理
　能力
⑧就労・社会
　参加能力

福祉社会
事典（５）

②身辺自立・
　日常生活

③ 自己決定す
る自立動作

①職業自立・
　経済自立

福島（29） ⑥身辺自立

①相互理解・
　相互扶助
② 親・友人と

の信頼関係
⑤ソーシャル
　ネットワーク
⑦自己主張

④パートナー
　シップ ③独立

菱田ら（30）
②独自性
⑥影響受け
　やすさ

④対人協調 ⑤感情統制 ①将来展望
③自立の認識

嘉瀬ら（31） ①意思決定

②対人関係
③効果的
　 コミュニケー

ション

④情動への
　対処

就業支援
ハンド
ブック（32）

① 健康管理・
　病気の管理
　・体調管理
②生活リズム・
　日常生活

③対人技法
⑤職業適性
④基本的
　労働習慣

※高坂ら（33） ①価値判断・
　実行

⑤社会的
　知識・視野

④適切な
　対人関係

②自己統制・
　客観的

③現在杷握・
　将来志向

※鈴木ら（34） ②自己責任性 ①目的指向性

※山田（35） ③自己決定と
　責任 ①自我の確立

④人生への
　積極的態度
②情緒的な
　コントロール

⑤個別性の
　末確立

※は心理的自立を対象とした構成要素の検討を行っているもの
　就労支援ハンドブックは就労に向けた準備性ピラミッドより引用
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３．２　子どもが自立に向かう過程
　発達の過程において，自立的な行動はどのように
獲得されていくのだろうか。心理学者エリクソン

（E.H.Erikson）の発達理論では，人にはその年齢に応
じた発達課題があるとされている（36）。乳児期から青
年期にかけては，大人から世話をされ欲求を満たして
もらうことで基本的信頼感を獲得することから始ま
り，様々な経験を通して自立性や主体性を育んでいく。
　八塚ら（2002）は，基本的生活習慣の獲得過程につ
いて，基本的信頼感を獲得した上で，模倣や教育的な
関わりを受けることを繰り返して様々な行動を身に着
け，集団社会の中で再学習・修正をしていくことで自
信をつけていき，その行動が積極的に履行され自立の
確立に至るとしている（37）。高坂ら（2005）は，青年
の肯定的家族認知が心理的自立を促すことを明らかに
している。この研究では，家庭におけるコミュニケー
ションや得られる安心感，親の生き方を得ることなど
が心理的自立に影響を示すことを示している（38）。ま
た大石（2008）でも共生的親子関係という因子が自立
を構成する要素としており（25），親子関係や家族関係
の肯定的な認知は自立の重要な要素であるといえる。
　また，島崎（2007）は乳児期から青年期に至る各発
達段階ごとの主たる役割と指導姿勢を表３のようにま
とめている（39）。
　これらの研究から，自立へ向かう発達過程において，
１つの行動が主体的（本研究でいう主体的とは，自主
性や能動性，自らの意思により行動する姿勢などを広
義に示す表現である。）に行われるようになるまでに

は，いくつかの段階が存在すること，その段階の初期
においては基本的信頼感を育むような環境・経験が必
要であると言える。
　この環境・経験にはいくつかの側面があるだろう。
まず前提として，子どもにとって安心・安全な環境が
担保されていることが必要不可欠であることは言うま
でもない。安梅（2010）は，子どもにとって安全で安
心な環境，すなわち世界は安定していて，予測可能で
あり，居心地の良い場所であるという感覚を持つこと
が重要であると述べている（40）。松村ら（2019）は児
童養護施設に入所している子ども達が安心・安全に生
活できているかのアセスメントツールを開発の中で，
生活安全感について「他者（他の子ども・大人）から
身体的・心理的・性的・ネグレクトなどの人権侵害を
受けず，自己の心身が安らかで平穏無事な状態」，生
活安心感を「他者（他の子ども・大人）から心理的受
容・承認を得て居心地がよく，心が落ち着いて暮らす
ことができる状態」と定義している（41）。
　子どもにとって新しい行動を身に着けることは不安
を伴うものであり，挑戦と失敗，安心感の充足を繰り
返すことで，徐々に安心感の輪を広げることが出来，
自信をもって行動できるようになっていくものであ
る。上述のような様々な環境・経験の提供は，子ども
にとって安心感の充足をもたらすものであると考えら
れるが，失敗や挫折を許容されながら，様々なことに
探索的に挑戦するという段階を踏むこともまた，自信
をもって行動することが出来るようになるために必要
なプロセスであると考える。
　自立に関する研究は青年期以降を対象にしたものが
多く見られるが，自立に至る過程や青年期以前の子ど
もである時期に着目した研究は多くはない。必要な自
立支援を考える上で，この点に着目することは重要で
あると考える。我々は，自立について「自立している
/していない」というその人の状態を表現する二元的
な捉え方ではなく，幼少期からの経験に焦点をあてた

表２　当研究における⾃⽴の構成要素とその定義

生活自立

炊事，洗濯，掃除など基本的生活習慣
と生活時間の管理，健康維持，安全維
持に向けた生活習慣が身についている
こと

自己決定 自身の生活や将来について自分の意見
や意思を表明し，自己決定できること

社会参加 公共性の中で，孤立せず敵対的でもな
く，社会との関わりを持てること

対人関係

他者とよりよい関係を築いていくため
の，対人コミュニケーション能力や協
調的対人関係，対人マナーなどが身に
ついていること

精神的自立
他者との親密な関係性を維持しながら
も自己決定と自己責任を全うし，自己
肯定感を持てるようになること

経済的自立

自分で生活できるだけの収入を得てい
ること，また未成年や学生であれば学
業を終えた後にそれが実現できる準備
が整っていること

表３　発達段階ごとの主たる役割と指導体制

乳児期 「愛する」ことにより，基本的信頼感を
体得・獲得させる

幼児期 「躾ける」ことにより，基礎的な基本的
生活習慣を確立する

児童期 「教える」ことにより，習得した基本的
生活習慣を強化する

思春期 「考えさせる」ことにより，習得した基
本的生活習慣を般化する

青年期 「任せる」ことにより，自己指導力をつ
け社会的自立を促す



－ 94 －

東京学芸大学紀要　機構　第76集（2025）

プロセスとして捉えた。このプロセスは①受動的な経
験をする段階②探索的な段階③主体的に行動する段階
の３つの段階から成る。また①の段階はⅰ環境の提供，
ⅱロールモデル，ⅲ教育的視点の３つの要素で構成し
ている。ここでⅰ環境の提供が要素となる根拠につい
ては上述してきた通りである。
　ⅱロールモデルに関して，心理学者ヴィゴツキー

（Vygotsky）が提唱した発達の最近接領域理論では，
子どもの発達には，すでに一人でできることと，まだ
自分ではできないことの間にある，「一人ではできな
いが，外部の助けがあればできる領域」があるとされ
ており，この領域での学びが子どもの効果的な成長発
達を促すことが期待されている（42）（43）。したがってこ
の領域にある，一人でできる事柄と，まだ自分ではで
きない事柄の差に対して，少しだけ難しい手本やロー
ルモデルとなる行動を提示できれば，子どもの学習が
スムーズに進むことになる。さらに，子どもにとって
手本となる存在は周囲の大人だけではなく，集団生活
を共にする子ども同士や異年齢児間にも存在し得るこ
とが，冨金原（2016）の異年齢児保育による学びのプ
ロセスにより示されている（44）。つまり，親や兄弟姉
妹などの家庭環境で関わる周囲の人だけでなく，社会
生活や集団生活で関わる大人や友人などの存在も，子
どもの成長や自立を促す重要な要素となり得るのであ
る。安富ら（2022）は，心理的自立の変遷過程に影響
を与える要因についての研究の中で，周囲の自立した
人の存在がもたらす影響について，自分よりも自立し
ていると感じた人を見て憧れ，それを模倣しようとす
ることで心理的自立が促進される可能性があると述べ
ている（45）。
　ⅲ教育的視点に関して，子どもが成長発達する過程
においては，教育を受けることにより生きていくうえ
で必要な知識や方法などを教わり自立が促される。な
ぜなら，無知の状態では対処できないことも，知識が
あり対処法を知っていれば対処できることが増えるた
めである。広辞苑において教育は，「教え育てること。
望ましい知識・技能・規範などの学習を促進する意図
的な働きかけの諸活動。」と定義されている（46）。法令
上定められている教育の目的・目標では，教育基本法
第５条第二項に定められた義務教育の目的として「各
個人の有する能力を伸ばしつつ社会において自立的に
生きる基礎を培い，また，国家及び社会の形成者とし
て必要とされる基本的な資質を養う」と示されている。
このことから教育は，人が社会において自立的に生き
るために不可欠な要素だといえる。
　義務教育は子どもが学童期から青年期にかけて受け

る教育として多大な影響を受けるものであるが，義務
教育や学校教育のみならず，家庭や親族，地域，習い
事など，子どもをとりまく社会から子どもに対して意
図的に働きかけられ教えられることは，子どもの成長
と自立にとって重要な要素である。
　さらに，①の段階を構成するこれら３つの要素は，
相互に補完関係にあると考えられる。例えば，家庭環
境での経験が不足していたとしても，学校教育で教え
られ学ぶことで経験を得ることができる。また，家庭
や学校教育で教わっていなくとも，近所のコミュニテ
ィや社会集団，支援現場で出会う人が手本やロールモ
デルとなり学んでいる等の状況等が想定できる。
　本研究ではこのプロセスを「子どもが自立に向かう
過程」とし，チェックリストの構成に反映させている。
チェックリストを実施することで，子どもの成育歴の
中で不足している経験や現在の到達点が明らかになる
ことを目指している。それは弱みを指摘するためでは
なく，不足した経験を埋め，強みを伸ばす支援を考え
るためである。

４．試行

４．１　試行の目的
　作成したチェックリストの項目の文章，チェックの
つけ方，著者らが捉えた受動・探索的・主体的へ向か
う自立の３つの段階という３点について，チェックリ
ストを初めて見る回答者が適切に回答できるように精
査するため，試行を実施する。

４．２　オリエンテーション
　チェックリストの試行を行う前に，調査協力者に対
して研究の目的や方法を伝えるオリエンテーションを
行った。オリエンテーションは，調査協力者の勤務す
る事業所に研究者が直接赴き，対面で行うことを基本
とした。必要に応じてオンライン会議ツールを用いて
遠隔での説明も取り入れた。
　研究への協力は任意であること，チェックの対象と
なる子どもやチェックリスト回答者双方の匿名性とプ
ライバシーの保護について書面に記し口頭で伝えた。
同意を得られた場合，研究同意書への署名を依頼した。

４．３　試行方法
　チェックリストへの回答は対象者自身が行うのでは
なく，回答を依頼した事業所の職員それぞれが対象者
の臨床像についてチェックを付けるものとした。チェ
ックリストの配布回収は，研究者が直接行った。回答
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が得られたチェックリストについて統計処理をかけた
結果を職員へ返し，同時に職員からチェックを付けた
感想を聞き取るヒアリングを行った。

４．４　対象・手続き
　試行１では子どもの居場所支援を行うA事業所に通
う中学２年生女子を対象とし，試行２では同事業所に
通う小学５年生を対象とした。試行１，２ともにA事
業所に勤務する職員３名にチェックリストへの回答を
依頼した。同じ職員から回答を得ることで，修正前後
のチェックリストを比較し，文言の伝わりやすさやチ

ェックの付けやすさに関してヒアリングを行えるもの
とした。
　試行３では，子どもの居場所支援を行うB事業所，
放課後等デイサービスを展開しているC事業所，D事
業所の３か所に通う中学２年生男子を対象とした。２
回の試行とは別の事業所，別の職員にチェックリスト
の回答を依頼することで，修正されたチェックリスト
の回答のしやすさについて再確認を行った。
　試行１のチェックリスト回答は2023年９月６日～
2023年９月14日の間に行われた。2023年９月15日にヒ
アリングを実施した。

表４　ヒアリング結果と改善点

試行を通して得られた意見 改善

チェックの
付け方について

・ 子どもの状態に当てはまるもの全てにチェックを付
けるという指示を記載していたが，チェックを付け
るのは各行動項目１つだけと誤って認識した回答者
がいた。

・ 冒頭にチェックの付け方見本を設
定。回答方法の誤認を減らす。

「？」について

・ 子どもの状況が「わからない・知らない」場合と，「当
てはまらない（経験がない・できない）」場合と両
方も場合に，チェックをしないことが適切か，どの
ようにすればよいか判断に困る。

・ 分析においても「わからない・知らない」状態と「当
てはまらない（経験がない・できない）」状態が一
括りにチェックなしと表出されると，対象者の正確
な臨床像を捉えられなかった。

・ 対象者の情報として「わからない・
知らない」ことを示す「？」の回
答を追加し，「当てはまらない（経
験がない・できない）」ことを示す
場合と区別できるようにした。

自立の受動から
主体に向かう
段階の表現
について

・ 探索的経験にあたる項目についての解釈が回答者に
よって異なる結果となった。たとえば「料理を作ら
せてもらったことがある」という項目は，大人がそ
の経験を子どもに積んでもらうことを狙って行った
のか，子どもが「させてもらった」と意識している
必要があるのかと行動では測りにくい。

・ 探索的経験にあたる項目はすべて
「～したことがある」に文言を統一
し，行動レベルでチェックを付け
られるようにした。

回答への
負担感について

・ 「？」の回答が増えることで，支援者として子ども
の情報が不足していることへの力量不足感が増す。

・ 回答することによる力量不足感を
軽減するために，チェック率が低
く家庭の状況が把握しにくい経済
的自立の項目をチェックリスト後
半に，支援現場で子どもの状態が
把握しやすい自己決定や精神的自
立の項目を前半に持ってくるよう
に変更した。

ロールモデルの
理解について

・ ロールモデルという言葉が家族だけを指すのか，支
援現場の職員など週に何度か会う人も指すのかとい
うように，対象となる人物が判断できない。

・ ロールモデルは両親だけでなく，
幅広くモデルにする人であると説
明を書き加えた。

チェックリスト
への感想

・ 現場では子どもの足りないところや支援の必要なと
ころをどうしても考えてしまうが，チェックリスト
の回答を通じて子どものできていることや強みを捉
えることができる。

チェックリストの
活用について

・ 事業所の利用を始める際のアセスメントや，子ども
の状態を測るためのモニタリングとして活用でき
る。

・ 回答者ごとの回答結果を互いに見合うことにより，
どの項目にチェックを付けたか，情報が不足してい
る箇所があるかどうかといった確認に繋がり，支援
者間の共通理解を測るためのツールとしても用いる
ことができる。

4
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　試行２の回答は2023年10月10日～2023年10月19日の
間に行われた。ヒアリングは2023年10月20日に実施し
た。
　試行３の回答は2023年11月7日～2023年11月14日の
間に行われた。ヒアリングを2023年11月15日に実施し
た。

４．５　試行結果・考察
４．５．１　ヒアリング結果
　試行１，２のヒアリングを通して得られた意見を元
に，チェックリストの修正を行った（表４）。変更点
は大きく分けて，チェックリストの付け方見本の設定，
回答方法として「？」の追加，探索的経験にあたる項
目内容の修正，項目の順番変更，ロールモデルの説明
追加の５点であった。作成したチェックリストの項目
については巻末の参考資料を参照されたい。
　試行１，２では回答方法や項目の内容が回答者に適
切に伝わらず，ヒアリングを通して得られた意見を元
にチェックリストの修正を行ったが，試行３では回答
者からチェックリストの不明点についての言及はなか
った。修正を経たチェックリストは，初めてチェック
リストを見る回答者にとって最低限伝わりやすい内容
となっていると考えられる。
　またチェックリストへの感想として，回答を通じて
子どもの強みを捉えることができるという意見があが
った。これは，著者らの狙ったストレングスベースの
支援としてのチェックリスト活用に期待できると考え
られる。モニタリングや支援者間の共通理解といった
側面も含め，チェックリスト活用の展望が伺える。

４．５．２　チェック率
　試行１ではチェックの付け方について誤りがあった
回答者がいたため，その値は除外した。回答者3名と
もの回答が揃った試行２，試行３について自立を構成
する要素ごとにチェック率を算出した（表５，表６）。
　試行２において，チェック率が最も高かった項目は
自己決定，次いで社会参加，対人関係，精神的自立，
経済的自立，生活自立であった。試行３においては自
己決定，次いで社会参加，精神的自立，対人関係，生
活自立，経済的自立の順に高いチェック率となった。
　２回目より新設した「？」率は試行２では10％未満
に収まったものの，試行３では14％～59％と幅が見ら
れた。 

　チェック率に関して，試行２，試行３どちらにおい
ても，生活自立と経済的自立が低い結果となった。居
場所支援を行う事業所では家庭の経済状況が把握しづ

らく，放課後等デイサービスを提供する事業所では児
童の生活能力について把握しづらいというように，事
業所によって確認できる情報が異なるという背景や，
小学生では経済的自立は発達段階を踏まえてもチェッ
クが付きにくい可能性が予想される。これらの背景を
踏まえると，項目の並び替えによる回答順序の変更は
妥当であったと考えられる。
　また「？」の項目設定により，回答者が分からない
意図でチェックを外しているのか，子ども本人ができ
ていないためにチェックがつかないのかが分かりやす
くなったと考えられる。

４．５．３　チェック数と自立に向かう過程
　回答者３名ともの回答が揃った試行２，試行３につ
いて受動から主体に向かう段階について，チェック数

表５　試行２のチェック率

生活
自立

自己
決定

経済的
自立

精神的
自立

社会
参加

対人
関係

平均
チェック数 16.3 21.3 11.7 12.0 16.7 22.3

チェック率 27％ 63％ 29％ 36％ 46％ 41％
？率 9％ 3％ 8％ 8％ 3％ 3％

表６　試行３のチェック率

生活
自立

自己
決定

経済的
自立

精神的
自立

社会
参加

対人
関係

平均
チェック数 28.0 29.0 5.3 22.3 21.7 28.0

チェック率 47％ 73％ 13％ 56％ 62％ 51％
？率 39％ 14％ 59％ 37％ 26％ 26％

表７　試行２ 自立に向かう過程ごとの得点

環境の
提供

ロール
モデル 教育 探索的

行動
主体的
行動 合計

生活
自立 5 7 2 3 0 18

自己
決定 6 7 2 4 3 22

経済的
自立 7 4 1 1 1 13

精神的
自立 4 5 1 1 2 12

社会
参加 5 5 3 2 2 16

対人
関係 8 8 3 3 2 23

合計 35 37 11 12 9 104
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をもとに得点を算出した（表７，表８）。自立に向か
う過程ごとの得点からは，試行２，３どちらにおいて
も環境の提供，ロールモデル，教育の側面を含む受動
的経験の段階にチェックが付きやすく，探索的行動，
主体的行動と向かうにつれてチェックが付きにくい結
果となった。
　これらの結果は，受動的な経験を重ねることで段階
的に探索，主体的行動へ移るという著者らが想定した

「子どもが自立に向かう過程」を裏付けるものである
と考察する。

５．課題と展望

　今回の自立チェックリスト開発と試行の取り組みを
通して，チェックをする支援者の立場によって子ども
の見立てに違いがある点が可視化された。そしてこの
ような違いがある点が，支援者間の視点や目線のすり
合わせに繋がるため価値があるとのフィードバックを
得ることができた。また，チェックリストを実施する
ことで，支援の上で着目していなかった課題が明らか
になったり，支援者が把握していない情報を洗い出す
ことが出来るなど，様々な気づきが得られたとのフィ
ードバックも得られた。
　チェックリストが支援現場で活用できる可能性が見
い出せた一方で，日々の支援業務を行いながら，チェ
ックをつける作業を行うことの負担感や時間的制約な
ども課題として明確になった。今後は，時間や労力と
いったコストを低減するような実施の方法を検討して
いくと共に，チェックリストの実施およびその結果が，
日々の支援の記録や支援計画などにも活用されるよう
な方法を模索したい。

　チェック項目全体の信頼性や妥当性の面では課題が
残るため，さらなる検討が必要ではある。しかし，本
チェックリストは，子どもの自立の程度を数値として
測る指標を目指すものではなく，子どもとの関わりや
支援活動に活用される「支援者支援」のツールとなる
ことを目指している。チェックリストによる評価は絶
対的なものではなく，チェックをつける支援者によっ
ても変わる相対的なものである。その違いが支援者間
の気づきを生み出し，支援者間の目線合わせに繋がる
ことにより，子どもに必要な支援がなされることを目
指している。今後も様々な領域での試行を実施し，項
目の精査を行っていきたい。
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提供

ロール
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学び困難を抱える子どもたちの社会的自立チェックリスト開発の試み

Development of a Checklist of Social Independence for 
Children with Learning Difficulties

野田　満由美＊・松下　大介＊・重丸　紗弓＊・大竹　咲紀＊・田中　彩那＊・加瀬　進＊

NODA Mayumi, MATSUSHITA Daisuke, SHIGEMARU Sayumi, OHTAKE Saki, 
TANAKA Ayana and KASE Susumu

こどもの学び困難支援センター

Abstract

The concept of independence is one of the fundamental concepts that connects to “what support is” and “what social welfare 

is” in the welfare field. However, independence is almost not clearly defined or visualized in terms of specific actions, and it 

is a concept that can easily lead to confusion in support.  Therefore, the purpose of this study is to define the components of 

independence in social care and develop a checklist for independence that can be evaluated using specific action items. The 

components of independence are defined from previous research, and the process toward independence is turned into action 

items, and a checklist is created. The trial is conducted to verify whether the checklist created is answered appropriately, 

and improvements are made to the content of the items and the way of answering. As a result, the structure consists of six 

categories and 54 action items that constitute independence. 

The checklist can be used to figure out the goals of support, as well as to align the perspectives of supporters and 

visualize issues that had not been focused on. On the other hand, it has become clear that it is necessary to consider how the 

implementation of the checklist and its results can be used in daily support records and support plans

Keywords: Children with Learning Diffculties, Social Independence, Checklist

Education Support and Research Center for All Children, Tokyo Gakugei University, 4-1-1 Nukuikita-machi, Kogenei-shi, 

Tokyo 184-8501, Japan

要　旨

　自立の概念は福祉領域において，支援とはなにか，社会福祉とはなにかにつながる根幹的な概念の１つである。
しかし自立は明確な定義や具体的な行動まで可視化されていることは少なく，支援の混乱を招きやすい概念でもあ
る。そのため本研究では，社会的養護における自立の構成要素を定義づけ，具体的な行動項目での評価が行える自

*　Tokyo Gakugei University（4-1-1 Nukuikita-machi, Koganei-shi, Tokyo,184-8501, Japan）
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立のチェックリストを開発することを目的とした。先行研究から自立の構成要素を定義すること，それらの自立に
向かう過程を行動項目化し，チェックリストの作成を行った。作成したチェックリストが適切に回答されるかどう
かを検証するための試行を実施し，項目内容や回答の仕方についての改善を重ねた。その結果，自立を構成する６
つの領域，54の行動項目の構成となった。
　チェックリストは，支援現場における支援のねらいの可視化に加えて，支援者間の視点合わせ，着目できていな
かった課題の可視化等の活用が見えてきた。一方でチェックリストの実施やその結果が，日々の支援記録や支援計
画にも活用される方法を検討していく必要性も明らかになった。

キーワード：学び困難，社会的自立，チェックリスト


